
学生の確保の見通し等を記載した書類 

(1) 学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

ア 設置又は定員を変更する学科等を設置する大学等の現状把握・分析 

本学には、外国語学部、国際学部、経済学部の 3学部があり、各学部共通の基盤教育とし

てグローバル教育、道徳教育、データサイエンス教育、キャリア教育を軸とする「麗澤スタ

ンダード科目」を設置している。入学時から専門教育へと接続していくために、領域ごとに

教育センターを設置し、担当教員による FD 活動を行うとともに、専門教育を受けるための

基礎教養を定義化したうえで、少人数教育を徹底している。また iFloor（アイフロア/外国

語サポート)、dFloor（ディフロア/数学・データサイエンス基礎)と呼ばれる語学、数学・

データサイエンス・情報関連の相談センターを設置するなど授業外でのサポート体制も構

築し、学力不足による学生の退学者の防止に注力している。 

既設学部の現状の入学者数については 2018－2020 年度までは 650 名以上（入学定員充足

率 108％）の入学者を確保できており、コロナ禍の影響もあり外国語学部系・国際学部系の

志願者が全国的にも大幅に減少した 2021 年度（2020 年度対比 77.2％・78.7％ 2021 年 4 月

30 日 豊岡継男事務所調べ）は 543 名（入学定員充足率 90.5％）と大きく減少したが、2022

年度（2021 年度対比 88.5％・98.9％ 2022 年 5 月 27 日 豊岡継男事務所調べ）は 570 名（入

学定員充足率 95.0％）と上向きとなり、2023 年度は 2月 28 日現在で 708 名（入学定員充足

率 118％）の入学手続き者数となっている。（資料 1） 

上記麗澤スタンダード科目のうち、グローバル教育は外国語学部、国際学部の教員を中心

とした体制を構築しており、道徳教育についても本学の開学以来力を入れている科目群で

対応できており、キャリア教育についてもキャリアセンターを中心としてゼミ教員との連

携を図っている。 

一方で、社会からの要請も強いデータサイエンス科目については経済学部の教員を中心

に対応しているもののさらに強化していく必要があると認識している。また、データサイエ

ンスの基礎教育だけではなく、工学的思考に基づく社会システム、IT システムの理解とい

った現代社会への適応力を高めるための具体的方策も求められている。 

こうした背景から本学では工学部を新たに設置し、高度な情報教育、データサイエンス教

育ができる教員を迎えることで、全学共通の基盤教育である麗澤スタンダード科目のデー

タサイエンス教育、情報教育の教育体制を強化することができ、さらに学部間の教員連携を

進め、学部を跨がった科目履修等により学生にも良い影響を及ぼすことができると考えて

いる。 

イ 地域・社会的動向等の現状把握・分析 

 現代およびこれからの 50 年間は環境問題、貧困問題、人口減少、紛争激化と課題が山積

みであり、人々に共感し、テクノロジーとコミュニケーションで社会課題の解決をリードす

るエンジニアが求められている。 
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次の 50 年を生きる技術者・エンジニアは、様々なスケールの社会課題を理解し、当事者

との継続的な対話を通じて、適切な解決のステップを描き、実現していくと同時に、このプ

ロセスを支援する骨太なテクノロジーを提供し続けることが期待されている。 

そのため本学の工学部新設の背景は、「デザイン思考」を中心に据え、デジタル技術を駆

使して課題を解決する工学教育を展開し、社会や人が直面する課題の本質を見据えた、未来

の幸福に寄与する技術者・エンジニアを育成する工学部を目指すという事である。 

工学部の新設により本学は総合大学となり、社会や企業から要望されている文理の区別

のない教育の提供が可能となる。 

本学が立地する柏市への通学圏には私立大学工学部の設置がほぼ無く（私立の理工学系

学部が宮城県にある東北学院大学と福島県の日本大学工学部まで空白地帯となる）、通学に

おいても学生の利便性の確保も求められている。 

2022 年 8 月に文部科学省からデジタル化の推進や脱炭素に向けての社会構造の変化など

が要請されている。このような成長分野を担う理工系人材の育成強化に取り組む大学や高

等専門学校を支援するための基金の創設が数千億円規模の方針であるというニュースもあ

り、各国がデジタル化の推進や脱炭素に向けての新しい社会制度を設計していくことがで

きる、今後の成長分野を担う人材の育成が要請されているものの、高度な専門性を持った理

工系の人材が諸外国と比べ絶対的に不足しているという問題に対応していくために、これ

らの社会課題に応えることができる高度専門人材の育成を急ぐべきという社会へのニーズ

に応える一端も担っていく。 

ウ 新設学科等の趣旨目的，教育内容，定員設定等 

工学部を設置することで、本学が進めている全学共通の基盤教育である「麗澤スタンダー

ド」のうちデータサイエンス科目・情報科目についてより充実した教育体制を構築すること

ができ、学生のニーズと社会の要請といった二つのニーズに応えることができる。 

また、テクノロジーの進化によってエンジニアへの社会的期待が高まっている状況に対

しても工学部を設置することで、社会に対して必要な人材を供給することができる。 

さらに、千葉県柏市という本学の立地は、千葉県北部、茨城県南部に在住の高校生を中心

に経済的負担を小さくできる自宅からの通学という選択肢を提供できるという優位性を持

つ。 

工学部工学科の入学定員は 100 人である。工学科の入学定員 100 人の内訳は、情報シス

テム工学専攻の入試募集定員が 70 人、ロボティクス専攻の入試募集定員が 30 人となる。  

本学ではデザイン思考を基に「プログラミングのみ扱える」という「偏った人材の育成」

ではなく「ソフト・ハードの両方のスキルを持つデジタル技術者の育成」を目指す。その支

援の一つに EdTech (Education（教育）と Technology（技術）)による教育支援を掲げる。

具体的には、学生カルテなどの学生の個別情報と、出席管理情報などを接続し、学生の大学

教育への参加状況をリアルタイムに把握できるようにするとともに、教員による学生への

サポート体制を強化していく。また、このように蓄積されていく情報を用いて「教育 IR」
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を積極的に推進していくために、2024 年の工学部新設の実現に向け、工学部設置に先立ち、

早期に着任した教員を中心とした「EdTech 研究センター」を 2021 年 11 月に設置し、準備

を進めてきている。 

研究・教育・実践の三位一体型の活動を行い、工学部設置に伴い建設中の新校舎では、①

AI 等を含んだ新しい技術の研究開発、②研究開発の成果を用いた教育活動の実践、③ハイ

フレックス設備の全教室・研究室への導入や講義資料等のデジタル化、といった新しい教育

空間の実装に取り組むことが可能な設備が用意されている。さらに大学生の学びを横断的

に支援できるシステムやアプリを検討し、データ解析と組み合わせ教育の工学を追求する

ことで、学生には新しい学びの体験提供を行っていく予定である。 

また同時に、個人情報保護の問題や「倫理」などの問題にも取り組み、学生が真に良い学

びを得て、今後のキャリアを歩むために必要な機能を大学・社会を巻き込んで実現すること

を目指す。「実学」にこだわる学生達が、社会に出た時に大学の学びを十分に活かせる学部

を設置する。近年全国的に志願者が堅調な工学部の志願状況（図表 1）（2021－2023 年の各

年度の 2 月下旬調査段階の一般選抜での理・工学部志願者は「2021 年：576,101 人、2022

年：605,932 人、2023 年：589,582 人」となっており、文系学部最大の志願者数を誇る経済・

経営・商学部志願者「2021 年：598,284 人、2022 年：575,065 人、2023 年 582,860 人」以

上の志願者を集められている_豊島継男事務所調査調べ）および本学がある柏市への通学圏

には私立大学工学部の設置がほぼ無いこと（私立の理工学系学部が宮城県の東北学院大学

と福島県の日本大学工学部まで空白地帯となるため、特に工学部においては福島県のいわ

きエリアまでは充分に獲得可能性があると見込まれる）、後述するが現高校 2 年生を対象

（2023 年 4 月 27 日の追加実施は同学年帯にあたる高校 3年生を対象に実施）とした麗澤大

学工学部のニーズ調査アンケートでは入学見込み有効票数として計 163 名、と予定する定

員 100 名の 1.63 倍、先の有効票数と「併願先の合否を考慮して入学を決める」という回答

の単純合計では 502 人と入学定員の 5.02 倍の志願者を集められた。より「実学」的な内容

も優位に働くと判断し、工学部の入学定員を 100 人に設定した。とりわけデータサイエン

ス・情報教育を中心とする情報システム工学専攻には 70 人の定員とした。一方、データサ

イエンス・情報領域と比較して、就職等の出口枠が相対的に小さいロボティクス専攻は 30

名にとどめた。 

これは 2022 年 8 月 2日の豊島継男事務所の調査結果による数値も参考にしており、一般

選抜による情報工学・機械工学の志願者数は東京を除く関東・甲信越地区では「情報工学

_2010 年度：8,009 名－2022 年度：65,252 名」「機械工学_2010 年度：23,780 名－2022 年度

55,394 名」と 2010 年度を 100 とした際の志願者指数がそれぞれ「814．7」「232.9」と情報

工学の成長が著しい（東京地区でもそれぞれ「185.0」「121.6」）ためである。 

ただし、データサイエンス、情報とロボティクスは、双方に強い補完関係があるため、両

専攻を設置することで、学生にとって領域を跨いだ専門性を修得することができるだけで

なく、高度化する社会のニーズにも対応していくことができるものと判断し、二つの専攻で
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の教育体系を整備することとした。このことは、学生確保にもプラスの効果があるものと考

えている。 

なお「入学金＋授業料」の初年度の学納金は 1,350,000 円と設定しており、これは近隣の

千葉工業大学（1,640,000 円）、日本大学生産工学部（1,360,000 円）、東京電機大学工学部

（1,651,000）を参考に施設費など別費用を追加しても大きな差のない設定とした。 

図表 1 2014 年度の志願者数を 100 とした理工・工学系統志願者指数（2023 年度は予測値）2023/2/20_豊岡事務所作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 学生確保の見通し 

Ａ．学生確保の見通しの調査結果 

工学部の新設に伴い、学生確保の見通しについて客観的なデータを収集するとともに、以

下のアンケート調査を実施して分析を行った。 

・高等学校において 2024（令和 6）年度の大学入試を受験する可能性が高い高校 2年生（2024

（令和 6）年 3月卒業予定）の生徒を対象としたニーズ調査アンケートを実施。 

調査対象：本学への志願者が多い、全国の実績校にアンケート調査の実施依頼を行い、最終

的な実施期日（2023（令和 5）年 1 月 26 日）までに協力を得て、返送いただけた 6 都県の

94 校＋2023（令和 5）年 4月 27 日に追加実施した 1校の計 95 校。（資料 2、資料 3） 

実施人数：7,636 人。（有効回答数） 

調査方法：アンケート実施の許可が得られた高校にニーズ調査アンケートを必要部数送付

し、各高校の教職員より調査対象者（高校 2年生、追加実施は 2023 年 4 月以降なので高校

3年生）にアンケート用紙を配布のうえ、5分程度の回答時間を設け実施、その後郵送によ

る回収および高校訪問時に回収した。それ以外にも高校での講演会や模擬授業実施後に高

校の了解を得て実施・回収した。 

調査期間：2022（令和 4）年 10 月～2023（令和 5）年 1月 

：2023（令和 5）年 4月 27 日【追加実施】 

※追加実施アンケートと本実施アンケートで重複する回答者は存在しない。 
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本学が設置予定の「工学部」の概要をリーフレット等（資料 4）で明示し、進学希望につ

いて回答を求めたところ、132 人（内追加実施分 59 人）が「併願先の合否に関わらず入学

したいと思う」と回答した。 

また、専攻ごとに「私立大学に進学」と回答し、かつ、「工学」に興味があると回答した

麗澤大学「工学部」について「併願先の合否に関わらず入学したいと思う」と回答した入学

意向者について見ても、情報システム工学専攻では 99 人、ロボティクス専攻では 32 人と

なり、全体定員の 100 人および各専攻の定員（情報システム工学専攻 70 人、ロボティクス

専攻 30 人）を満たす事ができると推察される。 

なお、専攻ごとの「併願先の合否に関わらず入学したいと思う」と回答した入学希望者の

合計は 131 人であり、「併願先の合否に関わらず入学したいと思う」と回答した総数 132 人

と 1人齟齬が出るが、これは 1名分の希望専攻名が無記入だったためである。 

ニーズ調査アンケートの回答内容を詳細に記すと、 

・高校卒業後の進路で私立大学への進学を希望した回答者 4,702 人。 

・私立大学進学希望者のうち、興味がある学問系統を「工学」と回答した者 1,441 人。 

・私立大学進学希望者で「工学」に興味がある回答者のうち、本学工学部を「受験したいと

思う」と回答した者 508 人。 

・上記の「受験したいと思う」と回答した回答者のうち、「併願先の合否に関わらず入学し

たいと思う」と回答した者 132 人。また、「併願先の合否を考慮して入学を決める」と回答

した者 370 人となる。 

さらに今後の本格的な広報活動を通じて本学工学部への進学希望者になる可能性がある

層も十分内在しているとも推察される。 

また、参考値として「併願先の合否を考慮して入学を決める（370 人）」の回答について

は「本学の既存学部合格者総数の直近 3ヶ年平均入学率 11.0％」を掛けた人数である約 40

人が「併願先の合否に関わらず入学したいと思う」と回答した 132 人に追加して、入学を希

望する層となる可能性がある人数と考える事もできる。 

ちなみに競合校となる事が考えられる千葉工業大学の大学ホームページ等で確認できる

全学部合格者総数の直近 3ヶ年の平均入学率は 9.5％であったが、この数値を今回の「併願

先の合否を考慮して入学を決める」と回答した 370 人に掛けると約 35 人となった。(資料

5) 

以上のアンケート調査に加え、本学では毎年一般選抜直前の突然出願も多くなる。出願時

アンケートで本学を志望校として考えたのが『入試直前』と答えた志願者は、2021 年度が

一般選抜志願者 1,418 名のうち 391 名の 27.5％、2022 年度では一般選抜志願者 2,410 名の

うち 900 名の 37.3％であった）ため、新設の工学部を目指す受験生の需要は十分にあるこ

とが把握でき、設定した入学定員 100 名は妥当であると判断した。 

 

Ｂ．新設学部等の分野の動向 及び 
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Ｃ．中長期的な 18 歳人口の全国的，地域的動向等 

総務省統計局「政府統計の総合窓口（e-Stat）」の学校基本調査「学部別学生数」の工学

部に在籍する学生数は 2019－2021 年度を見ると少子化の影響はあるが堅調に推移しており

（図表 2）、本学工学部の定員の 7割を占める情報工学系は最新の 2021 年度を最高値として

おり、この点においても工学部の定員は問題なく充足することが見込まれる。（図表 3） 

 

図表 2 総務省統計局「政府統計の総合窓口（ｅ－Ｓｔａｔ）」（工学部学生数） 

区分 学部 計 男 女 

令和 3年度 工学部 190,858 名 167,294 名 23,564 名 

令和 2年度 工学部 193,438 名 169,826 名 23,612 名 

令和元年度 工学部 197,512 名 173,628 名 23,884 名 

図表 3 総務省統計局「政府統計の総合窓口（ｅ－Ｓｔａｔ）」（情報工学部学生数） 

区分 学部 計 男 女 

令和 3年度 情報工学部 4,524 名 3,888 名 636 名 

令和 2年度 情報工学部 4,378 名 3,767 名 611 名 

令和元年度 情報工学部 4,222 名 3,655 名 567 名 

リクルート進学総研の「マーケットレポート」（図表 4）によると、都道府県ごとの 2014

年と 2025 年の大学入学者数の千葉県の減少率は 7.0%であり、全国で 5番目の低さであ

る。  

本学の入学者の出身高校の所在地のうち 8割は、千葉県、茨城県、東京都、埼玉県であ

る。（詳細を記載すると上記 4都県が占める入学者全体の割合は、2020 年度：76.5％、

2021 年度：76.1％、2022 年度：82.2％である）（図表 5） 

この地域の大学入学者数の平均減少率は 7.7%であるが、その減少率の影響があったとし

ても、現在の本学の入学定員超過率の状況からみて、長期的な定員確保が見込める。 

 本学の入学者出身高校第 1位の千葉県、第 2位の茨城県の工学部のマーケット観を文部

科学省の「学校基本調査 18 歳人口推移」および 2020 年学校基本調査の都道府県別卒業者

数から算出した推定系統別人数（進学調査より推定）から確認すると、千葉県では今後 10

年、安定的に 5,000 人超の需要が見込まれ、茨城県では現状は今後 10 年間 2,000 人前後

の需要の見立てである。ただし、茨城県は先述した通り私立大学工学部への地元からの進

学先がほぼ無い状態を考えると、新規供給により分野自体の需要を増やすこともできると

見込まれる。（資料 6） 

 2021 年度の「学校基本調査」から大学進学による人口流動（千葉県内進学者、茨城県外

進学者）を見ても学校所在地である千葉県の県内進学者 10,225 人を土台としながら（学

校基本調査による 2021 年度の地元残留率も 33.7％と低くはない）、県外流出者 20,137 名

の取り込み、隣接県である茨城県の県外流出者 11,732 人を新規需要の創出と共にターゲ

ットに据えられる。また、同じく隣接県の埼玉県においても武蔵野線から一定の流入が見

込める。（資料 7） 
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また同様に学校基本調査による 2020－2022 年度入試の大学進学者の流出・流入状況を

見ると、千葉県は流出はほぼ横ばい、流入は微増となっており、首都圏全体で見た場合の

他エリアへの進学者の割合も 3ヶ年連続で減少している。（資料 8） 

図表 4 都道府県別 大学入学者数減少率（2014 年から 2025 年にかけての大学入学者減少率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リクルート進学総研 作成 
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図表 5 過去 3ヶ年麗澤大学入学者出身高校所在地 

 

 

 

 

 

 

 

           単位：人 

また、私立大学の学部系統別の志願者（図表 6）では「理工・工」学部の一般選抜志願者

は、21 年度では 632,836 名／3,221,599 名の占有率 19.6％、22 年度では 666,418 名／

3,216,491 名の占有率 21％（例：「理学」系統の占有率は 21 年度が 3.6％、22 年度は 3.8％

である）と文系系統で最大の志願者総数を誇る「経済・経営・商」学系統と同じような値で

あり、定員母体も大きいことから安定した志願者獲得が見込める。 

図表 6 私立大学 学部系統別入学定員&一般選抜志願者数 増減表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※指数①＝21 年度を 100 とした、22 年度の指数 指数②＝10 年度を 100 とした、22 年度の指数 

豊島継男事務所 調査 

 

本学で AI やデータサイエンス教育を現在実施している経済学部の志願者が多く併願し

ている大学の 2020 年度から 2022 年度の 3ヵ年の入試志願状況を、前年比で比較したもの

が図表 7である。このデータは、代々木ゼミナールの WEB ページで公開されている「私立・

都道府県 2020年度 2021年度 2022年度

千葉県 250 220 252

茨城県 107 85 102

東京都 97 59 56

埼玉県 63 49 58

その他 158 129 101

合計 675 542 569
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準大学入試情報」の各大学の出願結果のうち一般及び大学入学共通テストの志願者数を経

年比較したものである。本学の前年比は既存学部（経済学部）の数値では 2021 年度に競

合大学を下回ったが、入試の実施や募集広報の改善を図った結果、2022 年度入試において

は、競合大学を上回る結果となった。 

参照 HP  https://www.yozemi.ac.jp/nyushi/shiritsu/shiritsu/shiritsu/1293380_3545.html 

 

図表 7 一般・共通テスト利用入試の志願者数の前年比較 競合大学・2020 年度から 2022 年度 

 
私立・準大学入試情報の各大学の出願結果のうち、一般及びセンターの志願者数 

代々木ゼミナ－ル作成 

 

Ｄ．競合校の状況 

先述した通り、工学部全体で志願者数は堅調であり、競合校と考えられる大学も軒並み志

願者は安定的に確保できている。どの競合校も一般選抜など最低でも 2.5 倍以上の志願倍

率となっている。立地条件上で本学と相関性のある千葉工業大学および東京電機大学の

2022 年度の志願倍率は、それぞれ 53.0 倍、12.9 倍となっており、既存学部からの予測では

あるが河合塾模試の偏差値上で相関性のある日本大学の生産工学部の志願倍率は 5.6 倍と

なっている。本学の募集定員は 100 名であるため、受験生の受け皿、定員充足共に十分であ

ると考えられる。（資料 9） 

 

Ｅ．既設学部等の学生確保の状況 

工学部は本学初の理系学部となるため単純な学内比較は難しい。本学既存学部の中では

AI やデータサイエンスを学ぶ等比較的内容が工学部寄りである経済学部の過去 5 年の入

学志願数および志願倍率*1（図表 8）は順調に推移している。（全国の大学で定員母体が大

きい学部系統は文系では「経済・経営・商」となり、理系では「理工・工」となる） 

募集設定人数では、2021 年度入学者が募集設定定員を下回っているが、新学部設立に向

けての入学者抑制により合格者数を減らしたことが主な原因であり、2022 年度入学者も例

年よりも低い定員超過率となっている。ただし入学者抑制を実施しない場合は入学者数が

順調であること、および設定した定員数を満たしているため本学の認知は順調に向上して

いると考える。理工・工学部の私立大学全体の一般選抜での志願者数も「2022 年度：666,418

名」「2021 年度：632,836 名」と志願者指数も 105.3 と順調に伸びており、少子化を叫ば

れているが、2010 年の志願者数と比較しても 2022 年度志願者指数は 179.3 と大幅に伸び

大学名

学部名

（一般選抜募集定員数） 志願者数 増減 前年比 志願者数 増減 前年比 志願者数 増減 前年比

麗澤大学 経済学部（160） 2,342 829 155% 1,431 ▲911 61% 4,155 2,724 290%

獨協大学 経済学部（485） 7,394 ▲2,120 78% 5,680 ▲1,714 77% 6,239 559 110%

千葉商科大学 商経学部（360） 6,207 908 117% 4,206 ▲2,001 68% 3,526 ▲680 84%

流通経済大学 経済学部（127） 2,506 250 111% 1,862 ▲644 74% 1,139 ▲723 61%

2020年度 2021年度 2022年度
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ている。（図表 6）これらのことから、工学部において定員充足が見込まれる。 

※1 志願倍率：志願者数÷募集設定定員 

 

図表 8 経済学部の過去 5年の入学志願状況等 

2018 募集設定人数 300  2021 募集設定人数 220 
  志願者数 2,517    志願者数 2,331 
  志願倍率 a 8.4     志願倍率 a 10.6  
  受験者数 2,388    受験者数 2,175 
  合格者数 927    合格者数 1,106 
  入学者数 359    入学者数 218 
  定員超過率 119.67%    定員超過率 99.09% 

2019 募集設定人数 300  2022 募集設定人数 220 
  志願者数 3,009    志願者数 5,585 
  志願倍率 a 10.0     志願倍率 a 25.4  
  受験者数 2,926    受験者数 5,452 
  合格者数 877    合格者数 2,591 
  入学者数 345    入学者数 212 
  定員超過率 115.00%    定員超過率 96.36% 

2020 募集設定人数 220  2018-2022 募集設定人数 252  
  志願者数 4,103  平均 志願者数 3509  
  志願倍率 a 18.7     志願倍率 a 13.9  
  受験者数 3,915    受験者数 3371  
  合格者数 1,382    合格者数 1377  
  入学者数 273    入学者数 281  
  定員超過率 124.09%    定員超過率 111.67% 

a 志願倍率：志願者数÷募集設定定員 

b 定員超過率：入学者数÷募集設定定員 

※2021、2022 年度は新学部設立に当たり入学者人数を制限した。 

 

Ｆ．その他，申請者において検討・分析した事項 

2020 年にスマートフォン専用のリサーチプラットフォーム「LINE リサーチ」で行われた、

日本全国の高校 1年生〜3年生の男女を対象にした「高校卒業後の進路」に関する意識調査

の「進学したいと思っている学部や分野は？」という問いについて男子高生では、1位が「工

学・情報工学部」、2 位が「経済・経営・商学部」、3 位が「理学部」という結果になった。

「工学・情報工学部」は、高 3では約 3割が希望する人気ぶりであり、まさに本学が今回設

置する学部系統が該当していると考えられる。さらに 2位の「経済・経営・商学部」は本学

では既設学部となるが全学年で 2 位という安定した人気があり、今後の学生募集の安定化

も見込める結果となった。（参照 HP https://dime.jp/genre/1008412/） 

また工学部系統は企業からも非常に注目をされている分野であり、企業が採用を増やし

たいと考えている大学は有名大学に限った話ではない。2022 年 9 月の「NIKKEI STYLE」の

記事によると、企業への調査（U22 NIKKEI 「採用してよかった」大学ランキング）では以

下の大学が TOP10 となっており、工学部人材は今や大学の知名度だけで注目されていない

ことが伺える。 
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1 位：福岡工業大学、2位：文教大学、3位：宇都宮大学、4位：香川大学、4位：九州工

業大学、4位：筑波大学、4位：東京農工大学、4位：名古屋大学、9 位：東京工科大学、10

位：愛媛大学、10 位：千葉工業大学 

（参照 HP https://style.nikkei.com/article/DGXMZO59906530T00C20A6TCN001?page=2） 

 

オ 学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 

工学部の学生募集は、主に本学公式サイト等の WEB 媒体での告知、工学部専用ダイレク

トメール、入学案内パンフレット、工学部特集冊子等の紙媒体の配布、オープンキャンパ

ス並びに各種受験情報サイト、計画的なプレスリリース、本学職員・教員が高校現場に赴

いての大学説明ガイダンス、出張講義などにより行う予定である。 

WEB 媒体の告知は、大学公式サイトでは、工学部専用サイトも設け、工学部での学びの概

要を中心とした情報を提供することで、受験生が具体的な目標を持って選択できるように

する。また、本学の受験生用サイト「Reitaku Journal」では、工学部に所属する教員が当

該学部の詳細を紹介し、受験生により具体的なイメージを与える。紙媒体では、「入学案

内」、「入試ガイド」、「I→Technology」、「合格者向け学部メッセージ」等を制作する。「入

学案内」では、学部・学科の 4年間の学びの概要をはじめ、担当教員の情報を掲載し、WEB

媒体の補完的役割をする。「入試ガイド」は、受験生に本学の入試制度をわかりやすく説明

するために制作し、どのような入試を利用して受験することが適切なのかを示すものとし

て制作する。「I→Technology」は株式会社アネスタが発行する学長インタビューや理系女

子特集、最新の研究など、大学の理工学教育の最前線をリポートする記事が多数掲載され

ており、進路指導に悩む高校教員、保護者、文理選択に悩む高校生に理工学部の魅力を配

信していく冊子となる。（企業 HP https://i-tech-anesta.com/） 

学内におけるオープンキャンパスは年 7 回程度開催するとともに、近在の高等学校の進

路指導担当教員を訪問して入試方法の説明を行う。実際のプログラムにもワークショップ

を設置し、工学への興味喚起を行っていく。オープンキャンパスでの参加者数は、「2021

年：1,153 名」「2022 年：1,171 名」と増加傾向である。（コロナ禍前よりは減少している

が来校者数が徐々に戻ってきている形）本学教員や在学生と密に触れ合える導線を引いて

おり、事後アンケートからも大きな満足感を得てもらえている。さらに、ダイレクトメー

ル発送による大学紹介・イベント周知をするなど、多様な媒体を複合的に組み合わせて実

施する予定である。 

各種受験情報サイトでは、マイナビ、リクルート、フロムページ、ベネッセなど主要な

WEB 媒体に広告を掲載するほか、本学の教育の特徴、強みである「実学性」「小規模性」「デ

ザイン思考」など特に配信強化資源と位置づけた内容を計画的にプレスリリースし、本学

の知名度の向上に取り組む予定である。工学部専用ダイレクトメールでは本学のハウスデ

ータのみならず、多くの顧客情報を保有しているリクルート社の協力を仰ぎ、本学工学部

にマッチした学生の細かなセグメントを行い、定期的に発送する予定である。 
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高校での大学説明ガイダンスや出張講義では、本学の教員の指導力や指導内容を直接高

校生に見てもらう事により、本学で学びたいという意識を喚起する。 

過去 3年間での高校・塾の職員、教員による総訪問数は実数 559 校、延べ 2,240 回とな

り、密な訪問を心掛けた結果、高校での模擬授業・ガイダンスなどの依頼が「2020 年度：

77 回」から「2021 年度：267 回」と増加しており、露出の機会も大幅に増えており、参加

した学生からは高い評価を受けている。（図表 9） 

それ以外でもすでに多くの高校と探求的な学習などを中心に高大連携の取り組みを多く

運用している。（資料 10） 

本学の認知向上にはこの他に 2022 年 10 月より大学自体を会場として各高校教員の部会

実施会場としてキャンパスの無料提供を行い、高校教員の認知向上にも努めている。 

〇本学を会場とした各部会の実施例： 

・千葉県高等学校教育研究会_情報教育部会_研究協議会_2022 年 11 月 29 日実施（資料 11） 

・千葉県東葛地区教頭研修会_2023 年 1 月 18 日実施 

このような取り組みは、既存学部で行っていることでもあり、各集客施策の効果は志願

者の増加等に現れている。（図表 10）（図表 11） 

また先述した通り本学の入学者には千葉県以外に埼玉県、茨城県に所在のある高校出身

者が多いため、一般選抜では新たに地方会場として「大宮会場（TKP 大宮駅西口カンファ

レンスセンター）」と「水戸会場（駿優教育会館）」の 2つの試験会場を設け、幅広く受験

生を集める予定である。 

先述した「通学圏内に私立大学工学部がほぼ無い」学生達に向けて茨城県の土浦方面で

は認知活動の一環としてバス（関東鉄道株式会社）に本学の案内を掲載したラッピングバ

スも 2024 年度入試に向けて 1年間走らせる予定である。 

以上の事から、学生確保に向けた取り組みは、今後一層注力・継続をしていく。 

図表 9 2020 年度→2021 年度 麗澤大学ガイダンス等依頼件数比較 
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図表 10 大学公式サイトの 5ヵ年度分のユーザー数およびページビュー数 

 

 

 

 

 

※2022 年度は 4/1-9/30、それ以外の年度は 4/1-3/31 で計測 

*ユーザー数：期間内に 1 回でも HP を閲覧した人の数。期間中に 1 回以上のセッションを開始したユーザー数。 
**ページビュー数：ページ閲覧累計数。閲覧されたページの合計数。同じページが繰り返し表示された場合も集計され

る。 

*※2018 年度のみ、出願サイト（/erp/reitaku-u/index.php）と本サイトのドメインが分かれていなかったため、ユー
ザー数の重複有。 

 

 

図表 11 資料請求者数、オープンキャンパス参加者実数、志願者実数の推移 既存学部合計 

（単位：人）  

 

 

 

 

 

 

※2019 年以降は国際学部の実績含む 
 

(2) 人材需要の動向等社会の要請 

 

①  人材の育成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

本学では、創立者廣池千九郎が提唱した道徳科学「モラロジー」1）に基づく「知徳一体」

の教育を基本理念として持続可能な社会に貢献できる「倫理的規範を持った人材の養成」

に努めてきたが、変化の激しい現代社会では、大学で学んだことがそのまま使える時間は

どんどん短くなっている。 

そして、50 年間に及ぶ職業人として生きていくためには、知識の習得だけではなく、様々

な学びを常にプロアクティブに追求し続け、自らを成長・進化させていくことが不可欠に

なっている。 

そのため新たに設置する工学部では、AI やロボットに代表されるデジタル産業の急速な

発展に貢献できる新しい理念を持った工学教育を行い、AI やロボットに代表される急速に

発展しているデジタル産業や新しい産業構造の変化に対応していける新しい工学人材の

育成を目指している。新しい工学人材とは、社会課題を正しく理解し、その問題を解決す

                                                       
1 モラロジーとは、「道徳」を表すモラル（moral）と「学」を表すロジー（logy）からなる学問名で、

「道徳科学」と訳される。 

年度 ユーザー数

ページ

ビュー数

2022 414,564 1,474,235

2021 650,910 2,746,399

2020 455,563 2,266,683

2019 389,669 2,174,261

2018 425,598 1,920,719

参加者のうち

志願者数

d

志願率

d/b

434 37.1%

341 29.6%

393 26.0%

585 37.3%

589 36.5%

オ－プンキャンパス

入試年度

資料請求数

a

オ－プン

キャンパス

参加数

b

志願者数

c

志願率

c/a

2022 4,717 1,171 12,079 256.1%

2021 5,341 1,153 4,571 85.6%

2020 5,983 1,513 5,180 86.6%

2019 8,370 1,569 4,256 50.8%

2018 9,111 1,615 2,095 23.0%
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ることのできる枠組みを発想・設計し、その枠組みの実現のために必要な人々を集め、組

織化し、組織の中での自分の役割を規定し、工学的な技術力を持って解決できる、しっか

りとした倫理的規範を持つ人材である。 

こうした人材の必要性の背景には、経済産業省が 2019 年にまとめた「DX レポート～IT

システム「2025 年の崖」克服と DX の本格的な展開（サマリー）～」2）（資料 12）が指摘

したレガシーシステム刷新の必要性や、平成 28 年の経済産業省の資料3）（資料 13）で 2030

年の IT 人材不足規模は中位シナリオで約 59 万人に拡大すると推計されていること、令和

3 年の経済産業省の資料4）（資料 14）にある、欧米に比べて IT 人材が IT 関連企業に偏在

していること、IT 企業が東京に集中していることなどがある。 

こうした背景から本学が設置を計画している工学部では、コンピュータ科学・数理科学・

統計等を必要とされる高度 IT 人材を育成するための基盤となる汎用性の高い内容を基盤

とし、実務に活用できるプログラミング、データベース、UI/UX、PMBOK 等の教育を行う。 

また、重要性が増しているデータ分析について必要なデータを取得するためには、ロボテ

ィクスやセンサー関連の技術への理解が欠かせないことから、本学工学部では情報システ

ムとロボティクスを中心に教育内容を構成することとしている。 

さらにロボティクスに関しては、どのようなシーンでロボットが必要とされているかを

発見し、そのシーンに対応できるロボットを製作、制御し、その効果をデータを用いて検証

できる力を育成するための教育を行う。 

こうした社会から求められている人材には、進歩していく科学技術を倫理的に正しく社

会に還元していくスタンスが欠かせず、本学が長年取り組んできた「倫理的規範を持った人

材の養成」の歴史と蓄積を活かして倫理的規範を持つ人材の育成に取り組む。 

 

② 上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

 

本学の工学部で育成する人材が地域的な人材需要の動向を反映したものであることを明

らかにするために、人材需要に関するニーズ調査（資料 15）を、株式会社進研アドに依頼

実施し、以下の調査結果を得た。 

＜調査内容＞ 

 本調査は、麗澤大学が設置する「工学部」に対する人材需要を確認するための調査とし

て設計し、麗澤大学の卒業生就職先として想定される企業 657 社の人事関連業務担当者

を対象に調査を実施。 

                                                       
2 

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_transformation/pdf/20180907_01.pdf 
3 IT 人材の最新動向と将来推計に関する調査結果～報告書概要版～経済産業省商務情報政策局情報処理振

興課（委託先：みずほ情報総研株式会社）

https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/daiyoji_sangyo_skill/pdf/001_s02_00.pdf 
4 第 1 回デジタル時代の人材政策に関する検討会「我が国における IT 人材の動向」令和 3年 2月 4日、

経済産業省・みずほ情報総研株式会社 

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_jinzai/pdf/001_s01_00.pdf 
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＜調査期間＞ 

 2022 年 10 月 4 日（火）～2022 年 10 月 31 日（月） 

 

＜調査対象＞ 

 以下の業者の企業 657 箇所 

・建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、卸売・小売

業、金融・保険業、飲食・宿泊業、医療・福祉業、サービス業等 

 

＜調査方法＞ 

 対象となる企業の人事関連業務担当者宛にアンケート調査用紙を送付し、協力可能な場

合、回答済のアンケート調査用紙を返送いただく方法により調査実施。 

 

＜調査実施数・回答数＞ 

 調査実施数：上記業種企業 657 社 

 調査回答数：217 社（回収率 33.0％） 

 

＜調査結果＞ 

（分析 1）回答企業（回答者）の属性 

• 回答者の人事採用への関与度を聞いたところ、「採用の決裁権があり、選考にかかわっ

ている」人は 22.1％、「採用の決裁権はないが、選考にかかわっている」人が 76.0％

と、採用や選考にかかわる人事担当者からの意見を聴取できていると考えられる。 

• 回答企業の本社所在地は、麗澤大学の所在地である関東のうち「東京都」が 71.9％で最

も多い。 

• 回答企業の業種としては「卸売・小売業」が 36.9％と最も多かった。 

• 回答企業の従業員数（正規社員）は、「100 名～500 名未満」が 39.6％で最も多い。 次

いで「1,000 名以上」が 33.2％であった。 

 

（分析 2）麗澤大学「工学部」の社会的必要性 

・麗澤大学「工学部」の社会的必要性についての評価は、98.6％（214 企業）が「必要だ

と思う」と回答しており、多くの企業からこれからの社会にとって必要な学部であると

評価されていることが伺える。 

 

 

（分析 3）麗澤大学工学部の卒業生の人材需要 

・ 麗澤大学「工学部」卒業生を「採用したいと思う」と答えた企業は、93.1％（202 企
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業）である。 

• 麗澤大学「工学部」の卒業生を「採用したいと思う」と答えた 202 企業へ、麗澤大学

「工学部」卒業生の採用を毎年何名程度想定しているか聞いたところ、採用想定人数の

合計は 372 名で、予定している入学定員数 100 名を 3倍以上上回っている。このことか

ら、安定した人材需要があることが伺える。 

 

以上の調査結果から、本学工学部が養成する人材の需要は高いものと考えられる。 
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